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令和２年度スマートモビリティチャレンジの先進パイロット地域（経産省事業）
として16地域を選定
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●先進パイロット地域（経産省事業）

北海道 北海道上士幌町

北海道 北海道北広島市

東北 福島県南相馬市、浪江町、双葉町

東北／関東 日立、会津地域

関東 新潟県新潟市

関東 東京都町田市

関東 長野県塩尻市

関東 静岡県静岡市

関東 静岡県湖西市

関東 静岡県浜松市

中部 愛知県尾三地区南部

中部 愛知県常滑市

近畿 福井県永平寺町

近畿 兵庫県養父市

中国 広島県庄原市

四国 香川県三豊市
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※国交省事業についても実証地域を選定



地域新MaaS創出推進事業における先進パイロット地域の取組事例

D：異業種との連携による収益活用・付加価値創出

E：モビリティ関連データの取得、交通・都市政策との連携

横断的取組：自動走行を活用したMaaS
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令和２年度は、以下のA～Eの要素及び自動走行を活用したものを対象として、先進パイロット地
域を選定し、実証事業を実施し、ビジネスモデルの検証や事業環境整備に向けた課題整理を行った。

A：他の移動との重ね掛けによる効率化

B：モビリティでのサービス提供

C：需要側の変容を促す仕掛け

出所：令和2年度地域新MaaS創出推進事業より

 デマンドタクシー、福祉バスでの貨物輸送や
配送車両での旅客輸送を行い収益性や住
民の受容性を検証（永平寺町、上士幌町)

 介護福祉施設の共同輸送による効率化の
検証（三豊市）

 企業シャトルバスを用いた自家用有償旅客
運送の検証（湖西市）

 AIによる移動販売車の巡回
ルートの最適化に向けた検証
（養父市）

 高齢患者を対象に移動診療
車を用いたオンライン診療・服
薬指導、ドローンを活用した
薬剤配送を検証（浜松市）

 商業・医療・福祉施設と連携したオンデマンド交通における、
オフピーク利用インセンティブ付与の効果の検証（町田市）

 ポイント等のインセンティブ付与による密を避けた観光行動の
変容の可能性を検証（常滑市）

 デマンド型交通システムの精度向上により効率的なダイナミック
ルーティングを検証（愛知県尾三地区）

 小規模店舗の独自商品と周遊券
や片道券の交通サービスを組み合
わせた商品販売を行うことでの収益
性を検証（ひたち・会津若松市）

 地域商業施設の広告収益等を確
保し、その収益を循環させることで
公共交通事業費を補填できる可
能性を検証（北広島市）

 各種データ（バスICカードデータ、りゅーとなびデータ、ETC2.0プローブデータ、駐
車場データ、タクシープローブデータ）を取得・分析し、都心の魅力向上に資する
施策を立案（新潟市）

 自家用車移動データや交通ICカードから移動実態を把握し、複合分析すること
で、移動サービスの全体最適化を検討（静岡市）

 公共交通データ、移動データ、消費データ等を統合したデータ連携基盤の構築し
、シミュレーションを行うことで各種施策立案や評価分析（広島県）

 町中心部を定期運行する巡回シャトルとデマンドタク
シー等を、道の駅を拠点に接続させることで、サービス
の効率化を検証（浪江町・南相馬市・双葉町）

 1人対複数車両における遠隔監視技術の実用性、
自動運転の安全性向上に必要なICTインフラと歩行
者等に対する安全方策の効果を検証（塩尻市）

＜広告表示の様子＞

＜移動販売＞

＜移動診療車＞

＜商品サービス提供の様子＞

＜自動走行車・遠隔監視室＞

＜企業バスを利用する住民＞

＜配送車両による旅客輸送＞



令和２年度「地域新MaaS創出推進事業」を踏まえた課題整理と来年度の方向性

 地域新MaaS創出推進事業の各取組から得られた課題や横断的分析の成果を踏まえ、令和３年度の実証で
注力すべき視点や、スマートモビリティチャレンジ推進協議会の体制強化の方向性を整理した。
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令和３年度の取組の方向性

異業種の連携による
収益活用・付加価値創出

他の移動との重ね掛け
による効率化

モビリティでのサービス提供

需要側の変容を促す仕掛け
（移動需要を喚起）

モビリティ関連データの取得
交通・都市政策との連携

D

A

B

C

E

自動走行を活用したMaaS

今年度の取組
（５つの軸＋横断的分析等）

①データの活用・
連携基盤の構築

②必要な人材の確保

③マッチング機能の強化

④取組の持続性の確保

・運行経費を1%~14％削減
(三豊市、上士幌町、湖西市)

・平均乗車人数が1.3～2.5倍増加
(上士幌町、三豊市)

横断的分析
（事業性・社会受容性等）

（実際の成果） （高度化・横展開の課題）

今年度の取組の成果・高度化に向けた課題

・ルートの最適化等により営業利益を
8.0％改善(養父市)

・ダイナミックプライシングにより閑散期の
利用者数が20％増加(町田市)

・地域商店との連携で交通事業者1商
品あたり少なくとも1,620円/月増加
(日立市)

・地域内の移動・消費がデータ化される
ことで、より詳細な分析を行える可能性

・現状レベルにおける安全性の評価と高
い住民ニーズと受容性の可能性

・高需要の地域移動サービスは、受容
性や導入効果が高い

・各事業における連携サービスの効果を
確認

・新たなサービスを前提としたビジネス
モデルや車両の実装・導入負担

・事業主体の具体的な責任範囲・役割
分担の明確化と事業継続性の担保

・ニーズに対応した適切な技術・サービス
の開発・導入

・自治体・住民・事業者等の地域内外
ネットワーキングの円滑化

・移動・消費等に関するデータの収集・
活用のための必要な環境整備

・自動運転を含む新たなモビリティサー
ビスを担う人材の育成

・地域の活性化・最適化に向けた広く
関係者を巻き込む仕組・体制の確立

・地域ごとに最適なコストとベネフィットを
相対的に把握するための指標・目安

分野・地域横断的な
４つの課題(観点)に
注目して取り組む

上記の観点に基づき、

・協議会のプラットフォーム
機能を強化

・先進実証を推進

５つの実証取組の軸

×



民間事業者 地方自治体 大学・研究機関

「スマートモビリティチャレンジ推進協議会」
情報共有、地域・事業者マッチング、成果共有、課題抽出等

スマートモビリティチャレンジ推進協議会のプラットフォーム機能強化の方向性

 先進地域における取組が一定程度進展し、分野・地域横断的な課題も明らかになりつつある現状を踏まえ、
MaaSの一層の普及・定着・高度化を促すべく、協議会として課題の吸い上げやマッチングに係る機能を強化し、
移動課題を起点に広く地域の社会課題を解決する、全国規模でのエコシステムの構築を目指す。

【地域毎の社会課題】 買い物、医療、介護、健康、物流、観光、地域活性化、人手不足 etc

先進的な実証

各地域における取り組み

【その他の取組】
(構想段階から社会実装まで様々なフェーズが存在）

・地域における独自の取組
・交通分野の隣接領域における取組 等

ニーズ・課題の
吸い上げ

ノウハウ・先進事例
等の情報共有

【実証を通じた得られた先進地域の共通課題】
・データ連携等による事業性・持続可能性の向上
・交通に閉じない他の分野との連携の必要性

【MaaSの導入・普及に向けた全国的課題】
・地域（ニーズ）と事業者（技術・サービス）のマッチング
・MaaS関連人材の育成・標準化
・地域関係者間で課題感・認識の円滑な共有

協議会機能強化の方向性（横断的環境の整備）

③マッチング機能の強化
④取組の持続性の確保

①データの活用・連携基盤の構築
②必要な人材の確保

知見集の
整理

フィールド提供、
データ共有、成果報告

段階に応じた
MaaSの

実装・高度化

社会実装

事業化・持続化

地域リソース
最適化

住民にとっての
高付加価値化

etc

etc etc
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A：他の移動との重ね掛け
B：モビリティのサービス化
C：需要側の変容

D：異業種との連携
E：モビリティ関連データの活用
横断的取組：自動走行MaaS

【地域新MaaS創出推進事業】（経済産業省）

with/afterコロナにおける新たな
ニーズにも対応したMaaSを推進

【日本版MaaS推進・支援事業】
（国土交通省）



全国的なMaaSの普及・定着・高度化を目指す先進実証の方向性

 これまでの実証の成果や課題を踏まえ、全国規模でのMaaSの普及・定着・高度化に資する先進実証を推進。

地域社会をとりまく
環境変化 少子高齢化・一極集中 脱炭素社会・ウィズコロナへの対応 技術革新（CASE・IoT等）

地域における
社会課題 買い物 防災 まちづくり医療・健康観光 物流

etc

技術・ノウハウ 自動運転 AI サイバーセキュリティ 情報銀行 ブロックチェーン
etc

技術・ノウハウ
を用いた

社会課題の解決
A 移動の重ね掛け B サービス提供 C 需要側変容 D 異業種連携 E データ活用

縦軸で「技術・ノウハウ」と「地域課題」を結ぶ５つの視点

人材（事業者） 自治体・交通事業者・整備業・モビリティ拠点等IT・サービス事業者等

全国規模の協議会 スマートモビリティチャレンジ推進協議会

③マッチング機能の強化 ④取組の持続性の確保

他地域・分野
との連携

広域化・地域間の相互運用性確保 他のスマート化の取組との一体的推進

①データの活用・連携基盤の構築 ②必要な人材の確保

国際貢献・協調 標準化活動 海外展開・国際貢献
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今後の取組の方向性について（まとめ）

 令和2年度の方向性として示した５つのテーマについては、実証実験の取組の結果から
地域課題の解決に向けた一定の成果が得られた。

 他方で、令和2年度の実証実験を横断的に分析した結果、先進的な取組を全国に展
開し、各地域で社会実装・高度化していくためには、更に以下の取組が必要ということが
全国的な課題として確認された。

①データの活用・連携基盤の構築 ②必要な人材の確保

③マッチング機能の強化 ④取組の持続性の確保

 令和3年度については、５つのテーマを踏まえつつ、上記の横断的な課題を踏まえた、さ
らなる高度化に取り組むMaaS実証を実施することとする。

 同時に、スマートモビリティチャレンジ推進協議会を核としながら、実証地域や先進的に
MaaSに取り組む地域から得られた知見等を全国に横展開するべく、協議会の課題の吸
い上げやマッチングに係る機能の強化を行う。



（参考）スマートモビリティチャレンジプロジェクト
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新たなモビリティサービスの社会実装を通じた移動課題の解決及び地域活性化を目指し、地域と
企業の協働による意欲的な挑戦を促す「スマートモビリティチャレンジ」プロジェクトを国土交通省・
経済産業省で令和元年4月より開始。今年度も継続して展開。

スマートモビリティチャレンジ推進協議会では、MaaSに関する情報発信や会員同士のマッチング、シン
ポジウム開催などの地域・企業等の連携強化を促進する取組を実施。

令和2年度は、実証実験で得られた成果や課題を踏まえ、新しいモビリティサービスの社会実装に
向けた知見集(令和2年度版)を作成し、地域・企業等に対し発信。

ニーズに
応じた支援

フィールド提供、
データ共有、
成果報告

「スマートモビリティチャレンジ推進協議会」
情報共有、地域・事業者マッチング、成果共有、課題抽出等

民間事業者 地方自治体
大学・研究機関

協議会に情報提供
提言づくり等に参画

情報提供・
課題分析

地域・事業者の更なる連携に向けた経産省・国交省の取組

地域新MaaS
創出推進事業
（経済産業省）

日本版 MaaS
推進・支援事業
（国土交通省）

全306団体(内自治体105) ※2021年3月末時点


